
平成26年５月30日

第６期定時株主総会招集ご通知に際しての

法令および定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社

定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.itholdings.co.jp/）に掲載することにより、株主のみな

さまに提供しております。



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　40社

主要な連結子会社の名称

ＴＩＳ株式会社
株式会社インテック
株式会社アグレックス
クオリカ株式会社
ＡＪＳ株式会社

前連結会計年度において連結子会社でありましたＡＪＳシステムサ

ービス株式会社、オーテック株式会社、株式会社ウィズインテックは

清算したため、連結の範囲から除いております。

②非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

株式会社マイテック

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、
当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及びこれらのうち主要
な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数　　１社

株式会社マイテック

持分法を適用した関連会社の数　　　　11社

主要な会社の名称

イーソリューションズ株式会社
株式会社プラネット
ネットイヤーグループ株式会社

②持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の主要な会社等の名
称

（非連結子会社）　株式会社インテック・アイティ・キャピタル
（関連会社）　　　株式会社新川インフォメーションセンター
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持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当
期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から
除外しております。

③持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、
各社の決算日又は直近決算日の計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、TIS R&D Center,Inc.、TISI(上海)Co., Ltd.、天津
提愛斯海泰信息系統有限公司、QUALICA ASIA PACIFIC PTE.Ltd.、
QUALICA(SHANGHAI)INC.、株式会社スカイインテック、北京提愛斯信息科技
有限公司、天津提愛斯軟件有限公司及び天津提愛斯数字科技有限公司の決
算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては12月31日現在の計算書類を採用してお
りますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な
調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

　時価のあるもの　 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により算定）

　時価のないもの　 主として移動平均法による原価法

２）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

３）たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品　　　 主として先入先出法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

仕掛品　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）
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原材料及び貯蔵品　 主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産（リース資産を除く）

建物、構築物、運搬具　　主として定額法
機械装置、器具備品　　　主として定率法

２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、市場販売目的のソフトウェアについて
は、主として、見込有効期間（３年）における
見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残
存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いず
れか大きい金額を計上しております。また自
社利用目的のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（２～５年）に基づく定額
法によっております。

３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引
のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日
以前のリース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

③重要な引当金の計上基準

１）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

２）賞与引当金

　従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負
担額を計上しております。

３）役員退職慰労引当金

　一部の国内連結子会社は、役員退職慰労金の支出に備えるため、
内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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④重要な収益及び費用の計上基準

１）受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる契約

　　工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

その他の契約

　　工事完成基準

２）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっており
ます。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の換
算は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の
部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

⑥重要なヘッジ会計の処理

（ヘッジ会計の方法）

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特
例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

（ヘッジ手段とヘッジ対象）

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金

（ヘッジ方針）

　金利スワップ取引については、金利変動リスクを低減する目的で行っ
ております。

（ヘッジ有効性評価の方法）

　ヘッジ対象とヘッジ手段についてそれぞれのキャッシュ・フロー総額
の変動額を比較しております。ただし、特例処理によっている金利スワ
ップについては、有効性の評価を省略しております。

⑦のれんの償却方法及び償却期間

　子会社の実態に基づいた適切な償却期間（計上後20年以内）において
定額法により償却しております。
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⑧その他連結計算書類作成のための重要な事項

１）退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結
会計年度における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額
を控除した額を計上しております。
　過去勤務費用は、主としてその発生時に一括処理しております。
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年～15年）による
定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。
　なお、一部の連結子会社は退職給付債務の計算にあたり、簡便法
を採用しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税
効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に計上しております。

２）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(5) 会計方針の変更

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。
以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給
付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付
会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除
く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債
（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資
産）として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去
勤務費用を退職給付に係る負債に計上しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める

経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う
影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお
ります。
この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が4,103百万

円、退職給付に係る負債が18,688百万円計上されるとともに、その他の包括
利益累計額が1,964百万円減少し、少数株主持分が11百万円減少しておりま
す。
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(6) 表示方法の変更

(連結損益計算書)

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しており
ました「持分法による投資損失」は、金額的重要性が増したため、当連結会
計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「持分法による
投資損失」は105百万円であります。
前連結会計年度において、区分掲記しておりました営業外費用の「貸倒引

当金繰入額」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業
外費用の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において、区分掲記しておりました特別損失の「退職給付
制度一部終了損」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より
特別損失の「その他」に含めて表示しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

建物及び構築物 97百万円
土地 121百万円

②担保に係る債務

短期借入金 10百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 81,276百万円

(3) 保証債務

　連結会社（当社及び連結子会社）以外の会社の金融機関からの借入金に
対し、債務保証を行っております。

株式会社パワー・アンド・ＩＴ 1,239百万円
射水ケーブルネットワーク株式会社 48百万円

(4) 土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に
基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額金に係る税金相当
額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除
した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
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（再評価の方法）

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定
する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調整を行っ
て算出しております。

再評価を行った年月日　　　　　　平成14年３月31日

(5) のれん及び負ののれん

　のれん及び負ののれんは、両者を相殺した差額を表示しております。相
殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 830百万円
負ののれん 58百万円
差　　引 771百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 87,789,098株
(2) 配当に関する事項

①配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通
株式

1,228 14 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年10月30日
取締役会

普通
株式

702 ８ 平成25年９月30日 平成25年12月10日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計
年度となるもの

　平成26年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当
に関する事項を次のとおり提案しております。

１）配当金の総額 1,492百万円
２）１株当たり配当額 17円
３）基準日 平成26年３月31日
４）効力発生日 平成26年６月26日
５）配当の原資 利益剰余金
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）
を調達しております。余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、与信管理規程
に従ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株
式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）で
あり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実
施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは、借
入金の金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行
わない方針であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額

①現金及び預金 43,248 43,248 －

②受取手形及び売掛金
  貸倒引当金(*2)

68,301
△80

計 68,220 68,220 －

③リース債権及びリース投資資産 6,654 6,596 △58

④有価証券及び投資有価証券 17,417 20,538 3,120

⑤支払手形及び買掛金 (18,828) (18,828) －

⑥短期借入金 (587) (587) －

⑦長期借入金
（１年内返済長期借入金含む）

(58,281) (58,300) 18

⑧デリバティブ取引 － － －

(*1)　負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(*2)　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関
する事項

①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほ
ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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③リース債権及びリース投資資産

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満
期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価
値によっております。

④有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は
取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

⑤支払手形及び買掛金、並びに⑥短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額によっております。

⑦長期借入金

　長期借入金については、変動金利によるものは、短期間で市場金利
を反映し、また、実行後信用状態は大きく異なっていないことから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ
っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様
の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ
っております。なお、一部の変動金利による長期借入金は金利スワッ
プの特例処理の対象とされており（下記⑧参照）、当該金利スワップ
と一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合
に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によ
っております。

⑧デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長
期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借
入金の時価に含めて記載しております（上記⑦参照）。

(注２)　非上場株式等（連結貸借対照表計上額21,596百万円）は、市場価格が
なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるため、「④　有価証券及び投資
有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,782.23円
１株当たり当期純利益 90.16円
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６．重要な後発事象

自己の株式の取得

　当社は、平成26年５月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項
の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の
取得に係る事項について決議いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行に活用するため

(2) 自己株式の取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類
普通株式

②　取得する株式の総数
350,000株（上限）

③　株式の取得価額の総額
500百万円（上限）

④　取得の期間
平成26年５月12日～平成26年５月31日

⑤　取得の方法
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による
買付及び市場買付

７．その他の注記

（減損損失）

　当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産グループについて
減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要
（単位：百万円）

用 途 場 所 種 類 減損損失

業 務 用 資 産
ＴＩＳ株式会社
（東京都新宿区）

建物及び構築物、ソフトウェア
他

105

業 務 用 資 産
ＴＩＳ株式会社
（大阪府吹田市）

建物及び構築物 344

業 務 用 資 産
株式会社インテック
（富山県富山市）

建物及び構築物、土地 124

業 務 用 資 産
株式会社インテック
（宮城県仙台市）

建物及び構築物、土地他 152

業 務 用 資 産
株式会社スカイインテック
（富山県富山市）

建物及び構築物、土地 237

そ の 他 建物及び構築物、ソフトウェア 109

（ 10 ）



(2) 減損損失の認識に至った経緯

　業務用資産につきましては、開発用固定資産における収益性の低下や建
物及び構築物、及び土地の将来使用価値の低下により投資額の回収が見込
めなくなったことから、帳簿価額の一部または全額を減損損失として特別
損失に計上しております。
　その他に含まれる全社資産につきましては、将来の使用見込みがないと
判断されたものについて、減損損失として特別損失に計上しております。

(3) 減損損失の内訳

建物及び構築物 646百万円
機械装置及び運搬具 4百万円
土地 263百万円
有形固定資産「その他」 0百万円
無形固定資産「その他」 157百万円
合計 1,073百万円

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、各社事業本部、地域、サービス区分により、また賃貸
不動産については個別の物件ごとに資産グループの単位としております。
なお、プロジェクト特有の資産を有する場合には、個別にグルーピングを
行っております。

(5) 回収可能額の算定方法

　業務用資産の内、市場販売目的のソフトウェアについては、見込み販売
数量により将来回収可能額を見積もり、その他の業務用資産及びその他に
ついては、その使用価値を見積もり、回収可能額としております。

（ 11 ）



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
建物付属設備　　　　　　　　　定額法
器具備品　　　　　　　　　　　定率法

②無形固定資産
自社利用目的のソフトウェア
　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

(3) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 192百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 67百万円
短期金銭債務 83百万円
長期金銭債務 1,630百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収入 5,035百万円
一般管理費 368百万円

営業取引以外の取引による取引高 63百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び総数
普通株式 4,337株
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５．税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産の主な発生原因別の内訳
　　　　繰延税金資産

　　未払事業税 10百万円
　未払費用否認額 33百万円
　関係会社株式評価損 598百万円
　その他 7百万円
繰延税金資産小計 650百万円
評価性引当額 △604百万円

　繰延税金資産合計 45百万円

６．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

主な取引の
内容

取引
金額

科目
期末
残高

子会社 TIS株式会社 所有
直接　100％

サービスの
提供、資金
の貸借、役
員の兼務

グループ運営
サービスの提
供(注1)

1,307 － －

支払出向料
(注2)

206 未払費用 11

資金の借入
(注3) 950

関係会社短
期借入金

950

資金の返済
(注3)

950

子会社 株式会社インテック 所有
直接　100％

サービスの
提供、役員
の兼務

グループ運営
サービスの提
供（注1）

820 － －

支払出向料
(注2)

55 未払費用 3
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種 類 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

主な取引の
内容

取引
金額

科目
期末
残高

子会社 クオリカ株式会社 所有
直接　 80％

サービスの
提供、資金
の貸借、役
員の兼務

資金の借入
(注3)

11,250
関係会社短
期借入金

1,450

資金の返済
(注3)

12,500

子会社 ＴＩＳリース株式会社 所有
直接　100％

サービスの
提供、資金
の貸借、有
形固資産賃
借

資金の貸付
(注4)

1,900 関係会社短
期貸付金

－

資金の回収
(注4)

4,800
関係会社長
期貸付金 －

子会社 ＡＪＳ株式会社 所有
直接　 51％

サービスの
提供、資金
の貸借、役
員の兼務

資金の借入
(注3)

2,400 関係会社短
期借入金 1,200

資金の返済
(注3)

2,000

取引条件及び取引条件の決定方針
（注1）サービスの価格は、当社が算定した対価に基づき交渉のうえ、決定しております。
（注2）支払出向料の価格は、当社が算定した対価に基づき交渉のうえ、決定しております。
（注3）資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。
 (注4）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
（注5）取引金額には消費税等は含まれておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,600.08円
１株当たり当期純利益 38.76円

８．重要な後発事象に関する注記

「連結注記表　６.重要な後発事象」をご参照ください。

〔ご参考〕本添付書類中の記載数字は、表示桁数未満を切り捨てて表示しており
ます。ただし、百分率は四捨五入しております。
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